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要旨 

本稿は、産業機器メーカー・吉田電材工業株式会社が設立した吉田電材蒸留所を事例とし
て、異業種からのクラフトウイスキー事業参入の実態と戦略を考察したものである。同蒸留
所は日本初のグレーンウイスキー専業クラフト蒸留所を志向し、従来、無個性と考えられて
きたグレーンウイスキーの価値再評価に取り組んでいる。事業参入にあたっては、本業で培
った設計・製造技術や遊休施設の転用、人的ネットワークを通じた人材確保といった異業種
参入ならではの資源活用が見られた。一方、排水処理問題による生産制限など、事前想定が
難しいインフラ的・制度的制約も明らかになった。さらに同社は、国産グレーン原酒の他蒸
留所への供給や原材料の国産化推進、製麦装置の自社開発など、自社の多角化を超えてジャ
パニーズウイスキー産業全体の構造的課題に応える取り組みを展開している。本事例は、ク
ラフトウイスキー産業の発展が銘柄数の増加にとどまらず、原料調達から制度整備まで含む
総合的な産業基盤の構築によって支えられることを示唆している。 
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1. はじめに 

近年、日本のクラフトウイスキー業界は急速な拡大と多様化の局面に入っている。従来、
ジャパニーズウイスキーは大手メーカーを中心に発展してきたが、2010年代後半以降は小
規模蒸留所の新規参入が相次ぎ、地域性や製法の独自性を前面に出した多様な取り組みが広
がっている。しかし、こうした成長の背後では、原酒不足、原材料の海外依存、ジャパニー
ズウイスキーの定義をめぐる信頼性の問題 2、さらにはクラフト蒸留所の差別化戦略といっ

 
1 責任著者 sato.hidenori.fn@u.tsukuba.ac.jp 

2 この点については、児玉 (2019)および三富・徐・佐藤 (2024)も参照。 
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た、産業構造上の課題も顕在化している。とりわけ近年は、単なる新規参入の増加にとどま
らず、業界全体のアイデンティティや制度的基盤そのものが問い直される段階にあることか
ら、様々な観点から研究対象がなされている(小川・佐藤, 2024; 佐藤・徐・三富, 2022; 清
水, 2024; Suh, Mitomi and Sato, 2019)。 

このような状況の中で注目されるのが、異業種企業によるクラフトウイスキー事業への参
入である。異業種参入は、新規性のあるブランド形成や技術的工夫をもたらす一方で、資金
調達、生産体制、品質管理、販路形成など多面的な困難を伴う。しかし、その過程は、クラ
フトウイスキー産業がいかなる経営資源によって支えられ、いかなる論理で新たな価値を創
出しようとしているのかを考察するうえで、重要な分析対象となる。特に、既存事業で蓄積
した技術、設備、人的ネットワークをいかに酒類製造へ転用しうるのかという点は重要であ
る。 

本稿で取り上げる吉田電材蒸留所は、産業機器メーカーである吉田電材工業株式会社を母
体として設立された事例であり、日本初のグレーンウイスキー専業クラフト蒸留所を志向し
た点に大きな特徴がある。同蒸留所の取り組みは、モルト中心で展開してきた日本のクラフ
トウイスキー業界に対して、グレーンウイスキーの再評価という新たな方向性を提示してい
るだけでなく、国産原料の活用、クラフト蒸留所間の原酒供給、さらにはジャパニーズウイ
スキーの制度的信頼性の向上にまで関わる広がりを持っている。また、その事業展開は、本
業で培われた設計・加工技術や工場運営の知見、遊休施設の活用、人材ネットワークの動員
など、異業種参入ならではの資源活用の実態を明瞭に示している。 

 

2. 事例：吉田電材蒸留所 3 

2.1. 企業概要 

吉田電材工業株式会社は、東京都に本社を置く産業機器メーカーである。昭和 15年
（1940 年）に設立され、80 年以上の社歴を有する。同社は日立製作所亀戸工場の協力工場
として出発し、金属加工、樹脂加工、絶縁物加工、組立といった多様なものづくり機能を社
内に集約している点に特徴がある。通常、大手メーカーの協力工場は単一の加工工程に特化
するケースが多いが、同社は複数の製造工程を一社で担う、いわば「町工場の集合体」のよ
うな企業体質を備えてきた。 

 
3 以下の事例は、吉田電材工業株式会社代表取締役社長兼蒸留所所長の松本匡史氏へのイン
タビュー(2025年 9 月 13 日)に基づく。 
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さらに、同社は中小の下請け企業としては珍しく、社内に設計部門を有している。かつて
日立メディコ（現・富士フイルムヘルスケア）が手掛けていた一般用レントゲン装置につい
て、約 20 年前に設計機能を移管され、メーカーとして日立（現在は富士フイルム）に完成
品を供給する体制を構築した。この設計能力は製品開発にとどまらず、生産機械の自社開発
にも活用されている。日立からの厳しいコストダウン要求に対し、自社で生産設備を設計・
開発することで効率化を図り、利益を確保するという生き残り戦略を取ってきた。 

「日立って大手のメーカーでコストダウンがすごく激しいんですね。で、うちがコストダウ
ンを要求された時に、単純に自分の利益を削って対応するんじゃなくて、自分たちで使う工
場の生産機械を自分たちで開発して効率化してキャッチアップする、そういう生き残り方を
してきた会社なんですね。」 

グループ会社の株式会社ヨシデンは、新潟県胎内市に所在する量産工場である。昭和 49
年（1974 年）に吉田電材工業の新潟事業所として進出し、平成 29 年（2017 年）に分社化
された。田中角栄首相が推進した日本列島改造論に基づく工場再配置促進法の第 1号適用
案件として、日立のトランス部門が新潟に移転した際、同社もこれに随伴する形で進出した
経緯がある。ヨシデンは中型油入トランスの量産を主力事業とし、容量 50～200kVA 帯の
トランスで国内シェア約 40％を占める。月産約 2,000 台の生産能力を持ち、営業担当者が
一人もいないほど、安定した受注基盤を有している。 

2 社合計の売上高は概ね 80～85 億円規模で推移してきたが、2021 年 3月期にはコロナ禍
の影響で 67 億円に落ち込んだ。この売上急減が、同社のウイスキー事業参入の直接的な契
機となる。 

2.2. ウイスキー事業参入の経緯 

社長がウイスキー事業への参入を検討し始めたのは 2019 年頃のことである。社長は個人
的にウイスキーの愛好家であり、飲み手としてバーに 20年以上通い、ウイスキーエキスパ
ートの資格も取得していた。コロナ禍により本業の売り上げが大幅に縮小し、事業拡張のた
めに取得した工場が遊休化するなかで、新たな事業に挑戦する決断に至った。 

参入検討の具体的な端緒となったのは、新潟亀田蒸留所（がウイスキー製造を開始したと
いうニュースであった。「この規模からウイスキーが作れるのか」という驚きから、ツテを
通じて同蒸留所を訪問し、事業の実態や必要な投資規模についてリアルな情報を得た。これ
が参入検討の本格化につながる。 

2020年には、事業の実現可能性を探るため、長浜蒸留所でウイスキーの製造体験に参加
した。この時に案内を担当した製造スタッフが、後に同社蒸留所の立ち上げに際して転職し
てくることになる。「引き抜いたというよりも、彼自身がグレーン専業という珍しい取り組
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みに興味を示して手を挙げてくれた」と社長は述べている。 

2021年に同社は、日本初のグレーンウイスキー専業クラフト蒸留所を目指すという方針
を固めた。当時、計画中も含め約 70 のクラフト蒸留所が存在し、そのほぼすべてがモルト
ウイスキーを製造していた。後発参入者として差別化を図る必要があった同社は、当初「日
本でバーボンタイプのウイスキーを作る」という発想からスタートした。 

しかし、アメリカ国外で製造されたウイスキーは「バーボン」と称することができないた
め、製品カテゴリーとしては「グレーンウイスキー」に分類される。グレーンウイスキーは
従来、「無個性」「サイレントスピリッツ」「モルトウイスキーの引き立て役」として低い評
価にとどまってきた。 

「グレーンウイスキーというと、ネガティブな意味で味わいがない、つまらないウイスキー
だと。いわゆる今までのブレンデッドウイスキー用というのは、無個性で、サイレントスピ
リッツで、大量生産で」 

「もともとグレーンというのがすごく引き立て役というか、安いものに埋められている中
で、クラフトでやるためには、どういう付加価値というか、逆にそこを狙わないとできない
ねという。ただ、そもそもバーボンウイスキーのように、ファンの多いウイスキーなのに、
日本で作っているだけでグレーンという名前になっているので、ネガティブなイメージを受
けているだけなのです。」 

社長はこの認識を覆し、「個性的で価値の高いグレーンウイスキー」を目指す方針へと構
想を発展させた。ポジショニング戦略としては、シングルモルトウイスキーが占める高価格
帯と、大量生産のブレンデッド用グレーンが占める低価格帯の間に、品質と個性を兼ね備え
た高価格帯のグレーンウイスキーという市場空白を見出した。 

異業種からの参入に際して、社内の明示的な反対は少なかった需要予測や詳細な事業計画
については、「正確にはやっていない」と社長は率直に認めている。蒸溜器の容量（5,000
リットル）は、投資効率の観点から工場の天井高が許容する範囲で最大のものを選択した。
年間の原材料費や樽の貯蔵スペースについても事前の精緻な計算は行われず、「走りなが
ら」判断する姿勢が取られた。 

2.3. 蒸留所の立ち上げと困難 

2021年にはグレーンウイスキー製造の技術的実現可能性を確認するため、試験製造免許
を取得し、特に糖化工程に関する試験を行った。蒸溜設備はドイツのコーテ社（Kothe）か
ら、アメリカの販売代理店コーバル（Koval）経由で調達した。メーカー選定にあたっては
複数社を比較検討し、コーテ社はコミュニケーションのレスポンスの良さと、タブレットに
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よる管理機能の充実を評価して選定された。 

2022年 3 月にウイスキー製造免許を取得した。税務署は免許交付後に速やかに稼働する
ことを求めるため、2022 年 4月の蒸溜開始を前提としたスケジュールが組まれた。 

しかし、立ち上げは複数の外部要因により大幅に遅延した。まず、2022年 2 月に勃発し
たウクライナ戦争の影響で、ドイツから出荷済みの蒸溜設備のコンテナ輸送が滞り、当初 4
月予定の設備搬入が 8月まで 4 ヶ月遅延した。 

さらに設備が到着する前日、2022 年 8 月に新潟県を襲った大雨災害により、蒸留所の建
物と本業のトランス工場が床上浸水の被害を受けた。設備搬入の前日であったため蒸溜設備
自体は無傷であったが、本業の工場復旧を優先する必要が生じ、蒸留所の再立ち上げは
2022年 10月となった。当初計画から約 6 ヶ月の遅れであった。この水害は日刊工業新聞
の全国版でも報じられ、国内の中型トランスの約半数を供給する工場の被災として注目を集
めた。 

蒸溜開始後、最大の経営課題となったのは排水処理の問題である。蒸留所の建屋は 330
坪、年間生産能力 100 キロリットルの規模であるが、設計段階では水道局から「1日 50リ
ットル以下の排水であれば pH 調整のみで下水に放流可」との確認を得ていた。しかし、グ
レーンウイスキーという特殊な製造工程から排出される排水の BOD（生物化学的酸素要求
量）が予想以上に高く、周辺が過疎地域であるために下水処理場の処理能力も限定的であっ
たことから、下水処理場の能力が逼迫する事態となった。 

この結果、蒸留所は約 3年にわたり生産制限を受けることとなった。最悪期には月間の
蒸溜回数がゼロとなる月もあり、年間でも 5 回程度しか蒸溜できない時期が続いた。地方
自治体からの支援は得られず、社長は「田舎なので、話としては面白いねという反応にはな
るが、具体的に動く人がいない」と述べている。 

この問題を根本的に解決するため、同社は約 2億円を投じて自前の排水処理施設を建設
した。約 1 年の工期を経て 2025 年 8 月に完成し、同年 9月から試運転を開始している。一
般的な蒸留所の排水処理は曝気槽で BOD を低減した後に下水処理場で最終処理を行うが、
同社のプラントは下水処理場に一切依存せず、排出される残渣をすべて自社で処理・加工す
る仕組みを構築した。このプラントが本格稼働すれば、年間生産能力 100キロリットルの
フル生産体制への移行が可能になる。 

2.4. 三つのミッションと事業戦略 

同社は「正直で一貫した技術のウイスキー」を前提とし、以下の三つのミッションを掲げ
てグレーンウイスキー事業を展開している。 
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ミッション 1：ジャパニーズウイスキーの多様性を広げる 

第一のミッションは、グレーンウイスキーを通じてジャパニーズウイスキーの原酒の多様
性を拡大することである。従来のグレーンウイスキーは連続式蒸溜機で蒸溜アルコール度数
95％前後まで高純度に蒸溜するため、原料による風味の違いがほとんど消失し、どの穀物
を使っても同じようなニュートラルな酒質になるとされてきた。 

これに対し同社は、蒸溜アルコール度数を 80％以下に抑えることで穀物本来の風味を残し
た蒸溜を行っている。バーボンウイスキーの規格（蒸溜アルコール度数 160 プルーフ＝
80％以下）と同等の水準である。この手法により、コーン、ライ麦、小麦、裸麦、蕎麦とい
った異なる原料それぞれの個性が反映された、多様な原酒の製造を可能にしている。 

同社の仕込み配合は多岐にわたる。最も生産量が多いのはコーン 70％・ライ麦 15％の
「アメリカンタイプ」であり、そのほか小麦主体の「ウィートウイスキー」、国産裸麦を主
原料としたもの、さらには蕎麦を用いたウイスキーなど、実験的な配合も積極的に試みてい
る。モルトウイスキー蒸留所がモルトだけを使用するのに対し、「様々な原料を様々な配合
で作ることで、いろんな原酒を作ることができる」点がグレーン専業ならではの強みである
としている。 

この取り組みの背景には、ジャパニーズウイスキーのアイデンティティに関する問題意識
がある。世界の五大ウイスキー産地（スコットランド、アイルランド、アメリカ、カナダ、
日本）のうち、日本以外の産地にはそれぞれ明確な特徴がある。しかし日本のウイスキーは
「スコッチウイスキーの延長線上」と見なされがちであり、独自の個性が確立されていな
い。社長は「これからの 100年を考えたときに、ジャパニーズウイスキーとは何なのかと
いう問いが世界から向けられている」と認識しており、多様なグレーン原酒の提供を通じて
その答えの可能性を広げることを目指している。 

ミッション 2：オール国産原酒のジャパニーズウイスキーの実現 

第二のミッションは、国産グレーン原酒の供給を通じて、日本産原酒のみで構成されるブ
レンデッドウイスキーの製造を可能にすることである。 

この背景には、ジャパニーズウイスキーの定義をめぐる業界構造の問題がある。日本の酒税
法上の定義では、ウイスキー原酒が 10％含まれていれば「ウイスキー」と認定され、海外
原酒を持ち込んで国内で瓶詰めしただけでも「製造」として認められてきた。この問題はニ
ューヨーク・タイムズ紙にも取り上げられ、国際的な信頼性の毀損が懸念されてきた。 

日本洋酒酒造組合は 2022 年にジャパニーズウイスキーの自主基準を策定し、2024 年か
ら組合員に遵守を求めているが、その当時組合に加盟するクラフト蒸留所は約 30社にとど
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まり、100 を超えるクラフト蒸留所の大半はこの基準の適用外にある。 

真摯にモルトウイスキーを製造するクラフト蒸留所にとっての課題は、ブレンデッドウイ
スキーの製造であった。大手のグレーンウイスキー蒸留所（知多など）はクラフト蒸留所に
グレーン原酒を供給しないため、ブレンデッドウイスキーを作ろうとすれば海外からグレー
ン原酒を調達せざるを得ず、そうすると新基準のもとでは「ジャパニーズウイスキー」を名
乗れなくなる。ここに、国産グレーン原酒の供給者としての同社の存在意義がある。 

実際に、同社は日本の有名なクラフト蒸留所に対し、モルトウイスキーと同水準の価格で
グレーン原酒の販売を開始している。ただし、蒸溜アルコール度数を低く抑えた同社の原酒
は風味の主張が強く、従来型のブレンデッドウイスキー用グレーンとしてはそのまま使いに
くいという課題もある。今後は、蒸溜アルコール度数を 90％程度まで上げた、よりおとな
しい酒質のグレーン原酒の開発にも取り組む方針である。 

ミッション 3：原料の国産化への挑戦 

第三のミッションは、ウイスキーの原材料を国産で賄うことである。日本のモルトウイス
キー製造に使用される大麦麦芽のほとんどは海外産であり、国内唯一のモルトスター（製麦
会社）であるサントリーモルティングの年間生産量も数百トン程度にとどまる。 

グレーンウイスキーを選択したことで、同社はこの問題に対して優位なポジションを得
た。副原料（コーン、ライ麦、小麦など）については国産の調達が可能であり、当初から国
産原料比率の高いウイスキー製造を実現している。 

国産原料への取り組みの象徴的な事例が、北海道の農園との連携である。この農園は、連作
障害の回避策としてデントコーンの輪作を実践しており、収穫されたデントコーンの用途を
模索していた。ウイスキー原料としての利用は双方の利害が一致する形で実現し、この取り
組みは読売新聞や日経新聞にも取り上げられた。 

もう一つの事例が、新潟県関川村の農家との協働で実現したライウイスキーの製造であ
る。社長がライウイスキーの国産原料を探していることを伝えたところ、農家が自発的にラ
イ麦の栽培を開始し、約 680キロの収穫を得た。収穫から 2 週間で蒸溜を行ったところ、
一般にスパイシーとされるライウイスキーとは異なり、ハーバルで甘みのある独特の酒質が
得られた。社長はこの経験から「国産原料は産地のイメージだけでなく、新鮮さゆえの品質
的メリットもある」ことを確信したと述べている。海外から 3～6 ヶ月かけて輸送される原
料は、コンテナ内の高温・多湿による「輸送劣化」を免れないのに対し、国産原料はこの問
題がないためである。 

国産化への取り組みはさらに、本業とのシナジーを活かしたモルティングマシン（製麦装
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置）の自社開発にまで及んでいる。糖化工程に不可欠な大麦麦芽についても国産化を実現す
るため、2 年前から小規模蒸留所向けの製麦装置の設計・開発を進めている。この装置は自
社使用にとどまらず、日本のモルトウイスキー蒸留所への販売も計画しており、産業全体の
国産原料化を推進するインフラとしての役割が構想されている。 

2.5. 本業との事業シナジー 

産業機器メーカーとウイスキー蒸溜という一見無関係な二つの事業の間には、複数のシナ
ジーが認められる。 

第一に、設計・製造技術の転用である。本業で培った生産機械の自社開発能力がモルティ
ングマシンの開発に直結している。ただし、精密機械とプラントでは設計思想が大きく異な
り、初期の試作では過度に精密な設計による高コスト化が課題となった。プラント分野に適
したコスト最適設計への移行に苦労している段階であるが、本業の設計部門の知見は基盤と
して不可欠なものとなっている。 

第二に、ブランディングにおけるシナジーである。同社は「高度経済成長期を下請け工場
として支えた産業機器工場」というイメージをウイスキーブランドのアイデンティティに据
えている。ボトルデザインには方眼紙をモチーフとした「設計図」のラベルを採用し、会社
のロゴは電線を巻いたコイルと樽を融合させたデザインとなっている。1年目の製品は「設
計図」、2 年熟成は「モックアップ（試作品）」、3 年以降は「完成品」という、製造業の開
発プロセスをイメージした製品体系を構築している。 

第三に、ボトルキャップの自社加工である。本業の金属加工部門でアルミニウムの削り出
しキャップを製作し、「工場感」を演出する製品づくりを計画している。 

第四に、遊休施設の活用である。コロナ禍で稼働できなくなった工場を約 2 億円で蒸留
所に改装したほか、2024 年 12 月に取得した別棟の工場については、半分を本業の生産に、
残り半分を樽の貯蔵庫として活用する「エイジドファクトリー」構想が進行している。ビジ
ター向けには、ウイスキーの貯蔵と産業機器の生産が隣接する独自の見学体験を提供する計
画である。 

2.6. 人材マネジメント 

異業種参入において人材の確保・育成は重要な課題であるが、同社の人材調達は計画的な
リクルーティングよりも、人的ネットワークに基づく偶発的なマッチングに多くを負ってい
る。 

蒸留所の中核人材は、長浜蒸留所から転職してきたスタッフである。前述の通り、製造体
験で出会った人物が同社のグレーン専業という珍しさに興味を持ち、自ら志願した。この人
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物が現在、製造兼ブレンダーを務めている。 

営業を担当する女性スタッフは、社長が通うバーのマネージャーであった。コロナ禍で夜
の街が壊滅的な打撃を受けるなか、社長が酒席で「ウイスキーの蒸留所をやる」と話したこ
とがきっかけで、「酔っ払っていたから軽い気持ちで来ればいいと言ったら本当に来た」と
いう経緯で入社に至った。 

製造部のチーフは、日本酒蔵元の杜氏経験者であり、未募集にもかかわらず自ら応募して
きた。もう一人の製造スタッフは、先に入社したバーのマネージャーが、バーで飲んでいる
時に知り合って入社した。「みんな人づて」であると社長は述べている。 

現在の蒸留所の体制は、製造 4 名、営業・製造兼務 1 名、資材・管理 1 名で構成され、
プロジェクト全体のマネジメントを担うプロジェクトマネージャー(本社の総務部長兼務)も
1 名配置されている。 

2.7. 業界構造への働きかけ 

同社の取り組みは自社の事業展開にとどまらず、ジャパニーズウイスキー産業全体の制度
設計やブランディングに対する積極的な関与にも及んでいる。 

社長は日本ウイスキー文化振興協会の活動にも関わっており、クラフト蒸留所の品質認定
制度の構築を推進している。これは、スコッチモルトウイスキーソサエティ（SMWS）に倣
い、適正な製造を行っている蒸留所を視察・認定し、蒸溜技術者および個別製品に対する審
査機関としての機能を持たせることを目指すものである。 

また、社長はウイスキー専門誌『ウイスキーコニサー』に、ジャパニーズウイスキーのブ
ランド保護に関する考察を寄稿している。具体的には、不正競争防止法上の原産地虚偽表示
（「氷見うどん事件」判例）を援用し、海外原酒を瓶詰めしただけの製品に地名を冠するこ
との法的問題を論じた。 

ジャパニーズウイスキーの国際的なブランド保護については、地理的表示（GI）制度の
活用も視野に入っている。ただし、GI 認定においては「その製品が地域的・文化的・歴史
的な背景にどの程度依拠しているか」が重視されるため、原材料のほとんどを海外に依存す
る現状では、ジャパニーズウイスキーの GI 取得は容易ではない。この観点からも、ローカ
ル原料（地域産大麦など）の使用推進は、産業としてのブランド保護に資するものとして位
置づけられている。 

社長は、スコットランドとの比較を通じて日本のウイスキー産業のポテンシャルを指摘す
る。北海道とほぼ同じ面積のスコットランドには約 200の蒸留所があり、輸出額は約 1 兆
円に達する。日本の蒸留所数は 120 超と約 2 倍であるが、輸出額は 435億円と 20 分の 1 に
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とどまる。国内市場だけでは 100 を超えるクラフト蒸留所を支えきれないとの認識のも
と、海外展開を見据えたブランド力の強化が不可欠であるとしている。 

 

３． おわりに 

本稿で検討した吉田電材蒸留所の事例は、近年の日本のクラフトウイスキー業界における
新規参入の特徴を考えるうえで示唆的であった。特に、同蒸留所が単に市場の成長性に着目
して参入したのではなく、グレーンウイスキーの価値再評価、国産原料の活用、そしてジャ
パニーズウイスキーの制度的信頼性向上という、業界全体に関わる課題に対して明確な問題
意識を持ちながら事業を構想していた点である。これは、クラフト蒸留所が単なる小規模生
産者ではなく、産業の再編や再定義を担う主体となりうることを示している。 

また、同事例は、異業種参入の成否が単なる資本力ではなく、既存事業で蓄積された技
術、設備、人材、ブランド資源をいかに新事業においても活用できるかに大きく依存するこ
とを示していた。吉田電材蒸留所においては、産業機器メーカーとしての設計・製造能力が
製麦装置の開発や蒸留所運営に活かされ、遊休施設の転用や独自のブランド形成にもつなが
っていた。その一方で、排水処理問題に象徴されるように、酒類製造業への参入には事前に
想定しにくい制度的・地域的・インフラ的制約が存在し、新規参入が必ずしも円滑に進むわ
けではないことも明らかになった。 

さらに、本事例が重要なのは、同社の取り組みが自社の経営多角化にとどまらず、日本の
クラフトウイスキー業界全体の構造的課題に対応している点である。国産グレーン原酒の供
給は、クラフト蒸留所が海外原酒に依存せずにブレンデッドウイスキーを製造する可能性を
広げ、原料の国産化への取り組みは、将来的なジャパニーズウイスキーのブランド保護や地
理的表示の議論にも関連している。吉田電材蒸留所の事例は、クラフトウイスキー産業の発
展が単なる銘柄数の増加ではなく、原料調達、生産技術、制度整備、ブランド形成を含む総
合的な産業基盤の構築によって支えられるものであることを示している。 
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